
南海トラフ巨大地震から命を守る

～ 情報と行動が命を救う ～

神奈川県くらし安全防災局

かながわキンタロウ



本日の内容

◆ 南海トラフ地震における神奈川県内の被害想定

◆ 地震に対する神奈川県の取り組み

◆ 県民のみなさんへのお願い

かながわキンタロウ



南海トラフ地震における

神奈川県内の被害想定



地震規模、地震発生の可能性
◆ 南海トラフ沿いの地域における大規模地震発生の切迫性が指摘

● マグニチュード８～９クラスの地震

● 今後30 年以内に発生する確率は70～80％
※ 地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価

概ね１００年～１５０年間隔で発生
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南海トラフ地震の特徴

【特徴】被害は広域かつ甚大

◆ 極めて広域にわたり強い揺れと

巨大な津波が発生

◆ 津波の到達時間が極めて短い

地域が存在

◆ 時間差をおいて複数の巨大

地震が発生する可能性



想定震度
県西地域の一部で震度６弱

その他の地域は、震度５強以下と想定

6※ 神奈川県地震被害想定調査結果から抜粋



人的被害

死者 1,740 人

津波による死者 1,710 人

◆ 重症者 100 人

◆ 中等症者 1,020 人

◆ 軽症者 1,470 人

※ 神奈川県地震被害想定調査結果から抜粋

死因のほとんどが

津波



想定される津波

◆ 相模湾から東京湾内にかけて、

津波水位 ２～９ｍ

津波の到達時間 相模湾内で 30～40 分

東京湾内で 60 分以上
※ 神奈川県地震被害想定調査結果から抜粋



南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域
津波により３０ｃｍ以上の浸水が３０分以内に生じる地域

出典：内閣府ＨＰ
「防災情報のページ」



建物被害

揺れ、液状化、急傾斜地崩壊、津波合わせて、

全壊棟数が 7,360 棟

半壊棟数が 20,110 棟

≪特徴≫

○ 震源に近い県西地域で被害が多い

○ 津波による被害は、全壊 6,720 棟

※ 神奈川県地震被害想定調査結果から抜粋



南海トラフ地震に関連する情報
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「南海トラフ地震に関連する情報」は、以下の２種類の情報名で発表

「南海トラフ地震臨時情報」
・南海トラフ沿いで異常な現象が観測され、その現象が南海トラフ沿いの大規模な地震と関連するか

どうか調査を開始した場合、または調査を継続している場合

・観測された異常な現象の調査結果を発表する場合

「南海トラフ地震関連解説情報」
・観測された異常な現象の調査結果を発表した後の状況の推移等を発表する場合
・「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合における調査結果を発表する場合（ただ

し南海トラフ地震臨時情報を発表する場合を除く）

※すでに必要な防災対応がとられている際は、調査を開始した旨や調査結果を南海トラフ地震関連解説
情報で発表する場合があります。

南海トラフ地震に関連する情報
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「南海トラフ地震臨時情報（○○○）」等の形で情報発表

【キーワード】(○○○に入る言葉) 
・調査中
異常な現象が発生し、臨時に「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催する場合

・巨大地震警戒
想定震源域内のプレート境界において、モーメントマグニチュード8.0以上の地震が発生したと

評価した場合

・巨大地震注意
監視領域内において、モーメントマグニチュード7.0以上の地震が発生したと評価した場合（巨
大地震警戒に該当する場合は除く）
想定震源域内のプレート境界面において、通常と異なるゆっくりすべりが発生したと評価した場合

・調査終了
（巨大地震警戒）、（巨大地震注意）のいずれにも当てはまらない現象と評価した場合

「南海トラフ地震臨時情報」に付記するキーワードと付記条件
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対応 半割れケース 一部割れ

住民

沿岸地域等の避難を前提とした防災対応を実施

・地震発生後の避難では明らかに避難が完了できない地域の住民は避難
・地震発生後の避難では間に合わない可能性がある地域の要配慮者は避
難し、それ以外の者は、避難の準備を整え、個々の状況等に応じて自主
的に避難
・それ以外の地域の住民は、日ごろからの地震への備えを再確認する等
警戒レベルを上げる。

地震への備えの再確認等
を中心とした防災対応を
実施
・日頃からの地震への備
えを再確認する等（必要
に応じて避難を自主的に
実施）

企業

・不特定多数の者が利用する施設や、危険物取扱施設等については、出
火防止措置等の施設点検を確実に実施
・大規模地震発生時に明らかに従業員等の生命に危険が及ぶ場合には、
それを回避する措置を実施

日頃からの地震への備え
を再確認する等

最も警戒
する期間

・１週間を基本
・その後、「一部割れケース」の防災対応を１週間とることを基本

・１週間を基本

地震が発生してからの避難では、間に合わない可能性がある人は

事前に避難することが必要です。
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気象庁が発表する情報 県の配備体制

南海トラフ地震
臨時情報（調査中）

通常体制にて情報収集

南海トラフ地震
臨時情報（調査終了）

通常体制

南海トラフ地震
臨時情報（巨大地震警戒）

災害対策本部体制
・知事メッセージを速やかに発出する。

南海トラフ地震
臨時情報（巨大地震注意）

くらし安全防災局を中心とした応急体制
・危機管理対策会議を開催し、各局が必要な対応を
とる。
・知事メッセージを速やかに発出する。

南海トラフ地震関連解説情報 「気象庁からの地震活動や地殻変動の状況」を参考
に対応を決定する。

国からの呼びかけ（対応終了） 通常体制

県の配備体制



地震に対する神奈川県の取り組み

かながわキンタロウ



災害発生時における県の役割
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県保有の資機材の貸出し

民間協定による調達

応援要請

（自衛隊、警察、消防）

多岐にわたる支援調整
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 支援内容

【被災地派遣職員の活動状況】

他自治体で発災した際の支援

１ 人的支援

避難所運営

廃棄物処理

被災家屋認定調査

罹災証明発行

２ その他の主な支援

義援金等による支援 等

https://portal.pref.kanagawa.jp/aqua/03865c4c-927e-42be-b27b-da96bc52e122/view;/%E7%AC%AC%EF%BC%91%E9%99%A3_180714_0179.jpg?modified=1537489519000&num=2


他自治体との連携

 自治体間相互応援協定

〇 全国知事会、関東地方知事会

〇 九都県市

〇 九都県市と関西広域連合

〇 神奈川県・市町村相互応援
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人命救出体制の強化

◆ 救助部隊の能力向上

◆ 広域応援体制の構築
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様々な自然災害現場の再現
が可能な、国内最大規模の
消防訓練施設を新設

かながわ版ディザスターシティの整備（H30.11.６オープン）

重量物排除訓練施設

外壁破壊訓練施設浸水域対応訓練施設

家屋倒壊等救助訓練施設

救助部隊の能力向上

人命救出体制の強化



１ 神奈川県消防広域応援隊の編成 ２ 神奈川県消防広域運用調整本部
（略称：かながわ消防）の設置
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広域応援体制を構築
県及び県内消防本部が連携して、迅速かつ的確な消防活動を展開するため、平成28年

４月１日に県内消防全体で広域応援を行う体制を構築した。

 

 

人命救出体制の強化
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市町村の
広域応援活動拠点
（151箇所）

横須賀三浦

県庁
（災害対策本部）

広域防災活動拠点
（８箇所）

総合防災センター
(災害活動中央基地)

武山・久里浜
資機材倉庫
（２箇所）広域防災活動備蓄拠点(３箇所)

県西部
資機材倉庫
（７箇所）

県央

湘南

県西駒門資機材倉庫
（１箇所）

 広域連携体制

装備資機材などの備蓄状況



被害の最小化

◆防災教育

◆ 地震に対する訓練

かながわキンタロウ



防災教育
地震防災チェックシート
大規模地震に備えて、事前に確認・準備しておくべき基本的な事項につ
いてのチェックシート
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かながわけんみん防災カード
ポケットサイズに折り畳める啓発用のリーフレット
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協賛事業者の
広告スペース

地震に対する備えや
情報収集方法等を記載

防災教育



かながわキッズぼうさいカード

• 県内小学校の４年生全員（約８万人）に配布

• 児童期から「自助」の重要性を学ぶ

• 保護者抜きでの行動が多くなる
冒険心旺盛な年頃

27

防災教育
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県総合防災センター

地震体験コーナー

風水害体験コーナー

消火体験コーナー

防災教育（総合防災センターでの普及啓発）
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かなチャンTV

かなチャンTV

防災教育（かなチャンＴＶでの普及啓発）
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津波動画（４分１２秒）

防災教育
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津波対策訓練

地震に対する訓練

【津波避難ビルへの避難】 【老人ホームでの高層階避難】

（想定）津波の高さ…………11.2ｍ
最短津波到達時間…７分



地震に対する訓練
かながわシェイクアウト
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Shake Out ＝ 地震をやっつけろ！

（画像提供 効果的な防災訓練と防災啓発提唱会議）



帰宅困難者対策

 帰宅困難者チェックシート（中小企業向け）

 帰宅困難者一時滞在施設の確保

 帰宅困難者支援ステーション



帰宅困難者対策

◆ 企業向け

帰宅困難者対策チェックシート

（内容）

◆ 帰宅困難者対策

◆ 通勤困難者対策



◆ 帰宅困難者一時滞在施設の確保

◆ 一部の県有施設を帰宅困難者一時滞在施設として使

用できるよう食料や飲料水、ラジオなどの備蓄に努

めています。

帰宅困難者対策



帰宅困難者対策

◆ 帰宅困難者支援ステーション

コンビニエンスストア、ファミリーレストラン、

ガソリンスタンド等の店舗と「災害時における

帰宅困難者支援に関する協定」を締結

1. 水道水およびトイレの提供

2. 地図等による道路情報、ラジオ等で知り得た

災害に関する情報の提供

3. 一時的な休憩の場の提供



津波災害警戒区域（イエローゾーン）の指定

◯ 津波から「逃げる」ための警戒避難体制を特に整備すべき区域

◯ 土地利用や開発行為等に規制はかからない
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（１）基準水位（せき上げ高）を考慮した

ハザードマップに更新

（２）要配慮者施設等（例：学校、社会福祉施設）

への避難確保計画の作成・訓練の義務化

（３）指定避難施設等の指定

（４）市町地域防災計画の拡充

想定浸水深

せき上げ高

地面

避難場所の
高さが明確化

基準水位



県土整備局の道路対策

＜ かながわのみちづくり計画 ＞

◆ 道路整備計画
東日本大震災を踏まえた
災害への対応力の強化

◆ 道路活用計画

◆ 道路維持管理計画



県民のみなさんへのお願い

かながわキンタロウ



神奈川県で想定される地震
神奈川県で想定される地震
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想定地震
ﾓｰﾒﾝﾄ

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

県内で想定される最大
震度

発生確率

都心南部直下地震 ７．３
横浜市・川崎市を中心に震
度６強

(南関東地域のM７クラスの地震
が30年間で70％)

三浦半島断層群の地震 ７．０ 横須賀三浦地域で震度６強 30年以内 ６～１１％

神奈川県西部地震
６．７ 県西地域で

震度６強
(過去400年の間に同クラスの地
震が５回発生)

南海トラフ巨大地震 ９．０
県西地域で
震度６弱

(南海トラフの地震は30年以内70
～80％程度)

大正型関東地震
“関東大震災”の再来型

８．２
湘南地域・県西地域を中心
に震度７

30年以内 ０～５％
(200年～400年の発生間隔)



神奈川県で想定される地震
神奈川県で想定される地震
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想定地震 想定死者数 建物全壊被害
津波による
想定死者数

都心南部直下地震 ２，９９０名 ６４，５００棟 なし

三浦半島断層群の地震 １，７４０名 ２２，７１０棟 なし

神奈川県西部地震 ８８０名 ５，０００棟 ６８０名

南海トラフ巨大地震 １，７４０名 ７，３６０棟 １，７１０名

大正型関東地震
“関東大震災”の再来型

３１，５５０名 ３９３，６４０棟 １２，３５０名



物資の備蓄

 地震に備え、食料、飲料水等を備蓄し、

地震災害発生時において持ち出す物品を

準備するよう努めてください。

最低 ３日間

推奨 ７日間



家具やオフィス用品の固定

◆ 共振による大きな揺れ

長周期地震動での揺れ等が激しくなり、

転倒した家具等でけがをすることがあるため

家具やオフィス用品の固定に努めてください。

◆ エレベータの閉じ込め対策
簡易トイレや保存水・保存食、ライト、ラジオなど

防災用品をあらかじめエレベーター内に設置



被害想定の確認
地震や液状化被害などの危険度について、予め把握するよう
に努めてください。

ｅ-かなマップ



避難行動の確認
地震に備え、避難路、避難場所、家族等との連絡方法、そ
の他地震災害発生時にとるべき行動を確認するよう努めて
ください。

災害用伝言ダイヤルサービス「１７１」
津波ハザードマップ

(逗子市HPより引用)



沿岸地域にお住いの方は、強い揺れ又は長い揺れの地震が発
生したときは、津波による浸水のおそれがない場所まで、自
ら迅速に避難するようにしてください。

津波からの避難



災害ごみへの対応
「ごみ」の問題が必ず発生します。
災害ごみの処理が遅れると、災害対応の障害にもなります。
① 分別をしましょう。
② 緊急自動車の邪魔にならないように、

できる限り敷地内に置きましょう。

それって 災害ごみ？生活ごみ？
どこに捨てればいい？

各自治体のＨＰ等で確認してください！



防災訓練への参加

地震に備え、県、市町村、国、自主防災組織等が実
施する防災訓練に積極的に参加してください。

各種防災訓練において出ているブースや関係機関が
出しているホームページなども見て、県民の皆さん
で情報を共有してください。

http://2.bp.blogspot.com/-KqbpxiHYotE/Ur1GVhbE5QI/AAAAAAAAcb4/-ySccECk6nA/s800/syoukakunren.png

